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１ 趣旨

この基準は、徳山漁港プレジャーボート用浮桟橋等（以下「施設」という。）におい

て、指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について定めることを目的とします。

２ 施設の概要

(1) 名称

徳山漁港プレジャーボート用浮桟橋等

(2) 所在地

周南市大字大島字下居守

(3) 施設の概要

施設の名称 数量又は能力 備 考

大型船用浮桟橋 延長120.0ｍ 連絡橋を含む。

小型船用及び中型船

用浮桟橋（２基）

延長110.0ｍ 連絡橋を含む。

延長 99.0ｍ 連絡橋を含む。

駐 車 場 1,470.0ｍ２

ト イ レ 32.8ｍ２

植 栽 195.68ｍ２

管 理 棟 12.17ｍ２

照 明 14基

３ 指定管理者が行う業務

指定管理者が義務的に実施しなければならない業務の内容及びその範囲は、次のとお

りとします。業務の処理内容は、別添「徳山漁港プレジャーボート用浮桟橋等における

管理業務の処理基準」を参照してください。

なお、全ての業務を一括して再委託する場合を除き、個別の業務について第三者に再

委託することは可能です。ただし、その場合はあらかじめ知事の承認が必要となるので

留意してください。

(1) 施設運営業務

別紙１に定める業務

(2) 施設維持管理業務

別紙２に定める業務

４ 指定の期間（予定）

指定の期間は、令和 8年 4月 1日から令和 13年 3月 31日までを予定しています。

なお、この期間については、県議会の議決を経て知事が指定した時点で確定するので、

留意してください。

５ 業務の引継ぎ

指定期間の終了、指定の取消し等により次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、円滑

な業務の引継ぎに協力するとともに、必要な情報等を遅滞なく提供するものとします。
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６ 施設の利用料金

(1) 県は、施設の管理運営に必要な経費としては、指定管理者が収受する利用料金以外

の額は支払いません。

(2) 施設の利用料金については、「施設利用料金上限額・下限額表」（別紙３）に掲げ

る額の範囲内において、指定管理者があらかじめ知事の承認を受けて定めるものとし

ます。

(3) 施設の利用料金は、原則、指定管理者の収入としますが、管理業務に係る収支に

おいて剰余金が発生した場合は、次のとおりの取扱いとします。

ア 剰余金については、指定管理者の経営努力により生じた利益として認定しま

すが、当該利益の認定に当たっては、指定管理者がその根拠を示すものとしま

す。

イ 指定管理者の管理業務に照らして過大であると認められる部分(利益のうち

５０万円を超える額)については、次に掲げるいずれかの方法により、その２

分の１に相当する額を県に還元するものとします。

(ア) 欠損金の発生に備えた乙の内部留保

(イ) 施設利用促進のための事業やサービス向上のための公益事業

(ウ) 施設改善等の実施

(エ) 県への納付

(4) 指定管理者は、山口県漁港管理条例（昭和 35年山口県条例第 47号）第 18条第 3

項の規定により、公益上特に必要があると認めるときその他特別の理由があると認め

るときは、県と協議の上、利用料金を減免することができます。

７ 事業報告書及びモニタリング報告書の提出

(1) 指定管理者は、四半期ごと及び一事業年度が終了するごとにその翌月末までに、施

設管理運営業務について、当該四半期及び当該年度の事業の内容を報告する事業報告

書を提出してください。

(2) 報告内容は、管理業務の実施状況、利用状況、利用料金収入の実績、管理に要した

経費等の収支状況、個人情報の取扱い等の事項を予定しており、具体的には別に定め

ます。

(3) 指定管理者は、利用者満足度調査等により利用者のニーズを把握するよう努めると

ともに、毎年度、業務の実施状況について自己評価を行い、県に報告書を提出します。

(4) 県は、毎年度、業務の実施状況について、事業報告書等により確認するとともに、

実地に調査し、業務の点検・評価を行い、指定管理者の業務が基準を満たしていない

と判断した場合、県は是正勧告を行い、改善が見られない場合、指定を取消すことが

あります。

８ 業務報告

(1) 県は、指定管理者に対し、業務及び経理の状況に関して定期又は必要に応じて臨時

に報告を求めることがあります。

(2) 業務報告の内容に基づき、指定管理者の業務内容に改善が必要であると認める場合

は、県は実地に調査し、又は必要な指示を行うことがあります。

(3) 県の指示に従わない場合又は指示によっても業務内容に改善がみられないと認めた

場合は、県は指定を取り消すことがあります。
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９ 個人情報の保護

(1) 指定管理者は、山口県漁港管理条例第 17条の規定により、別途締結する協定書にお

いて個人情報の適正な取扱いを確保するために県が明示する措置を実施しなければな

りません。

(2) 指定管理者は、山口県個人情報の保護に関する法律施行条例（平成 4年山口県条例

第 40号）の規定により、その管理の業務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損の防止

その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じるとともに、指定管理者が

行っている管理の業務に従事している者又は従事していた者についてはその業務に関

して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しては

なりません。また、これらに違反した場合は、同条例に基づく罰則が適用される場合

があります。

(3) これらを踏まえ、指定管理者は施設の管理運営を行うに当たって、個人情報の保護

に配慮した管理運営体制の整備や、従事者に対しての研修など、適切な対応を行うよ

うにしてください。

10 情報公開

指定管理者がその管理の業務を行うに当たり作成し、又は取得した文書、図面、電磁

記録等で指定管理者が管理しているものの公開については、別途情報公開規程等を定め

ることとします。

11 文書の管理・保存

指定管理者が本業務に伴い作成し、又は受領する文書等は、別途文書の管理に関する

規程等を定め、適正に管理・保存することとします。また、指定期間終了時に、県の指

示に従って引き渡すこととします。

12 守秘義務

指定管理者は、本業務を行うに当たり、業務上知り得た内容を第三者に漏らしたり、

自己の利益のために使用してはならないこととします。この協定の期間が終了した後も

同様とします。

13 リスク分担

指定期間内における県と指定管理者の主なリスクの分担については、別紙４のとおり

します。

なお、予め定めたリスク分担に疑義が生じた場合や、想定していないリスクが発生し

場合は、県と指定管理者が協議の上、対応を決定するものとします。

14 法令等の遵守

業務を遂行する上で関連の法令等がある場合は、それらを遵守すること。施設の管理

当たっては、特に次の法令等に留意してください。

(1) 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）

(2) 漁港及び漁場の整備等に関する法律（昭和 25年法律第 137号）

(3) 山口県漁港管理条例

(4) 山口県個人情報の保護に関する法律施行条例（平成 4年山口県条例第 40号）

(5) 山口県情報公開条例（平成 9年山口県条例第 18号）

(6) 山口県行政手続条例（平成 7年山口県条例第 1号）

(7) 山口県漁港管理条例施行規則（昭和 35年山口県規則第 71号の 2）
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(8) 漁港及び漁場の整備等に関する法律施行細則（昭和 48年山口県規則第 5号）

(9) その他関係法令等

15 事業の継続が困難となった場合の措置

(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由により適切な施設運営が困難になった場合又は指

定管理者の財務状況が著しく悪化し、指定に基づく施設運営の継続が困難であると認

められる場合は、県は、指定管理者の指定を取り消すことができるものとします。

なお、この場合、県に生じた損害は、指定管理者が県に賠償するものとします。

(2) 不可抗力その他県又は指定管理者の責めに帰することができない事由により施設運

営の継続が困難となった場合、県と指定管理者は、施設運営の継続の可否について協

議を行うものとします。

なお、その結果、事業の継続が困難であると判断した場合は、県は指定管理者の指

定を取り消すことができるものとします。

16 協定の締結

県と指定管理者は、業務を実施する上で必要となる詳細事項について協議を行い、こ

れに基づき協定を締結します。

17 業務を実施するに当たっての留意事項

(1) 公の施設（地方自治法第 244条）であることを念頭において、公平な施設の運営を

行い、特定の者に有利あるいは不利な運営をしないようにしてください。

(2) 県と連携を図った施設の運営を行ってください。

(3) 指定管理者が施設の管理運営に係る各種規程、要綱等を作成する場合は、県と協議

を行ってください。

(4) この業務基準に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について定

めのない事項又は疑義が生じた場合は、県と協議して決定することとします。

18 事務所等の設置等

施設の現地管理及び利用者が提出する書類等の受付事務等が施設から近い場所で行え

る等の便宜から、施設から自動車で３０分以内に到達することができる場所に管理拠点

としての事務所又は事業所を設置してください。事務所等においては、利用者からの問

い合わせに応ずること等ができるよう必要な職員の配置をしてください。

19 その他

徳山漁港内において、現在更地の状況となっている漁村再開発施設用地（別紙５）に

ついては、指定管理者において利用することが可能です。

利用にあたっては、「甲種漁港施設利用届」（別紙 16）を提出してください。



別紙１

業務区分 業務項目 条件等

申請書等の作成・交付 随時

申請書等の受付 随時
（更新：年度末）

使用の許可等 随時
（更新：年度末）

許可書等の作成、交付 随時
（更新：年度当初）

施設の問い合わせ対応

苦情処理

施設・設備管理経費支払 定期的に

その他円滑な施設の運営に必要 必要に応じて

な業務 随時

浮桟橋等の管理運営業務

内容等

・事務所窓口及び電話での問い合わせ等に対応

・更新手続の通知

使用許可

使用者からの利用料金の徴収

使用許可申請書、廃止届

申請書等の確認、受理

申請者への許可・不許可の審査、決定

許可書の作成、申請者への交付・送付

施設の利用に関する問い合わせ、苦情等に対する
対応

緊急時の連絡

開催場所の予約、会場準備等、協議会開催に係る
補助業務

徴収した利用料金は指定管理者の収入とする

条例で定める額の範囲で設定し、知事の承認を
受けなければならない

随時
波浪、高潮等の警報発令時における施設見回り、

随時
（更新：年度当初）

申請等手続の問い合わせ対応 随時

利用料金の設定 年度開始前

施設運営

随時

県への通報

上下水道使用料、電気使用料

連絡調整 徳山漁港利用促進協議会の開催 １回／年

その他

利用料金

利用料金の徴収

－ ５ －



別紙２

業務区分 業務項目 条件等

港内の植樹帯

駐車場の背後地

施設の安全点検 ２回／週

上下水道、外灯点検 １回／月

アンカーロープ点検 １回／年

施設・設備の軽易な補修 随時

３，５１７．２０㎡ 駐車場背後地

施設維持管理業務

内容等

対象面積 ３２．８㎡

トイレットペーパーの補充

約５，７１４．５㎡

港内の植樹帯、駐車場

施設の安全性の定期的な見回り、点検

清掃業務

植栽管理

一般廃棄物

監視、点検

対象面積（管理棟）１２．１７㎡

（駐車場）１，４７０．０㎡

１９５．６８㎡ 植裁

駐車場の背後地の放置ゴミの除去

監視、見回り

Ｒ12 Ｂ桟橋東側

Ｒ８ Ｂ桟橋西側

ＰＢの係留方法、駐車場の利用方法等の

外灯の交換は随時

潜水調査

５年に１回、計画的に交換

Ｒ11 Ａ桟橋

軽易の程度は県と個別協議

Ｒ９ Ｃ桟橋東側

Ｒ10 Ｃ桟橋西側

アンカーロープ交換
１回／年

（緊急対応を含む）
施設、設備
補修

トイレ清掃 ２回／週

駐車場・管理棟清掃 １回／週

１～２回／年

一般廃棄物処理 １回／月

ＰＢ、駐車場の監視、見回り 随時
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別紙３

上限額 下限額

98,400円

短期使用 24時間につき 2,256円 1,504円

施 設 区 分 用 区 単 位

利 用 料 金 （参考）
令和7年度の
利用料金

60,336円

短期使用 24時間につき

１年につき 113,124円

大型船用浮桟橋

長期使用 １年につき 148,512円 97,208円

61,200円

24時間につき 1,716円 1,144円 1,430円

小型船及
び中型船
用浮桟橋

小型船用
の部分

長期使用 １年につき 90,504円

施設利用料金上限額・下限額表

1,380円 920円 1,150円

中型船用
の部分

長期使用 75,416円 78,000円

短期使用

1,880円
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別紙４

主 な リ ス ク の 分 担 表

項 目 内 容 等
損失の負担

県 指 定
管理者

物 価 の 変 動 管理運営費に係る物価水準の上昇 ○

金 利 の 変 動 金利の変動に伴う経費の増加等 ○

税 制 の 改 正
①施設の設置や管理運営の根幹に影響が及ぶもの ○

②施設の管理運営の業務一般に関するもの ○

関 連 法 令 の 改 正
①施設の設置基準・管理基準に関するもの ○

②施設の管理運営の業務一般に関するもの ○

施設利用度の低下
施設の利用度が当初の想定を下回ったことによる利用料金

収入の減少（管理運営の中断による場合を除く。）
○

施設(設備)の損傷

損失には、修繕工
事期間中のサービ
ス提供に必要な施
設の仮設経費等を
含む。

①不可抗力（県及び指定管理者のいずれの責めにも帰しが

たい暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、

火災、騒乱、暴動その他の自然的又は人為的な事象）に

よるもの

協議事項

※

②管理の瑕疵から生ずるもの ○

③軽微な損傷（１箇所当たりの補修費が１５万円以下であ

るもの）に係る修繕及びアンカーロープの補修（交換）

（①及び②の場合を除く。）

○

④大規模な修繕又は改修を要するもの（①及び②の場合を

除く。）
○

周辺地域・住民及び

施設利用者への対応

①周辺地域との協調に関するもの ○

②施設の管理運営に対する利用者や地域住民からの要望、

苦情、反対、訴訟への対応に関するもの
○

③その他 ○

個 人 情 報 の 漏 洩

①県の指示若しくは指導の不備又は錯誤によるもの ○

②指定管理者として講ずべき措置の不備又は錯誤、指定管

理者の職員の不法行為等によるもの
○

管理運営に係る事故

損失には、事故の
発生に伴う施設又
は管理運営の改善
に要する経費等を
含む。

①施設の設置の瑕疵から生ずるもの ○

②施設の管理の瑕疵から生ずるもの ○

③管理運営業務において指定管理者の責めに帰すべき事由

により生ずるもの
○

④その他 ○

※自然災害等への対応

・施設が復旧困難な被害を受けた場合、業務の全部又は一部の停止を命じることがある。

・施設の復旧が可能な場合、その復旧に要する経費は県と指定管理者が協議を行うこととする。
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項 目 内 容 等
損失の負担

県 指 定
管理者

第 三 者 へ の 賠 償

指定管理者による
損失の負担は、国
家賠償法の規定に
基づき、県が賠償
を行い、指定管理
者に対して求償権
を行使する場合を
含む。

①施設の設置の瑕疵から生ずる損害に対するもの ○

②施設の管理の瑕疵から生ずる損害に対するもの ○

③管理運営業務において指定管理者の責めに帰すべき事由

により生ずる損害に対するもの
○

④県が実施する修繕又は当該修繕の瑕疵から生ずる損害に

対するもの
○

⑤指定管理者が実施する修繕又は当該修繕の瑕疵から生ず

る損害に対するもの
○

⑥その他 ○

業務内容の変更
①県の事情によるもの ○

②指定管理者の事情によるもの ○

管 理 運 営 の 中 断

①県の指示によるもの ○

②指定管理者の事業放棄、破綻 ○

③関係法令の変更によるもの 原因となった
各項目に係る
リスク分担の
区分による。

④施設（設備）の損傷によるもの

⑤管理運営に係る事故によるもの

業務の終了又は廃止 業務の終了又は廃止に伴う指定管理者の撤収等の経費 ○

そ の 他 ①県の責めに帰すべき事由によるもの ○

②指定管理者の責めに帰すべき事由によるもの ○
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第４号様式（第７条関係）

年 月 日

山口県知事

（山口県長門農林水産事務所長） 様

（山口県萩農林水産事務所長）

                        届出者 住 所           

氏 名

甲 種 漁 港 施 設 利 用 届

次のとおり甲種漁港施設を利用したいので、山口県漁港管理条例施行規則第７条第１号

の規定によりお届けします。

漁 港 の 名 称

利 用 場 所

利 用 面 積

利 用 目 的

利 用 期 間
年    月 日から

                        間

年    月 日まで

備考 用紙の大きさは、日本産業規格A列4とする。


